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本稿では、条文解説のプロローグとして、現行安衛法の制定の経緯とそれを後押しした事

情を知るため、概括的ながら 1、同法に関わる工場法の条文、当時の労働基準法（以下「労

基法」という。）の条文、安衛法制定前の重大災害、労働基準法研究会の報告書で示された

安衛法の骨子を整理する。その際、安衛法と背景災害はどのような関係に立つのか（1件の

重大災害は法令の策定にどのようなインパクトを与えるか）、との課題認識を維持する。 

 

1911（明治 44）年 3月 28日に工場法（明治 44年法律第 46号）が制定され 1)、1916（大

正 5）年 9月 1日に施行された。以下に、主な条文のタイトルを列挙する 2)。 

・適用範囲（第１条） 

・12歳未満の者の使用禁止（最低年齢制限）（第２条） 

・保護職工（15歳未満の者および女子）に対する就業時間制限（休憩時間を含み 1日 12

時間），深夜業（午後 10時から午前 4時）の禁止，休憩時間（1日の就業時間が 6時

間を超える労働につき 30 分，10 時間を超えるときは 1 時間）および月 2 回の休日の

付与（第３条～第８条）  

・・保保護護職職工工のの危危険険有有害害業業務務へへのの就就業業制制限限（（第第９９条条～～第第１１１１条条））  

・・傷傷病病者者及及びび妊妊婦婦へへのの就就業業制制限限（（第第１１２２条条））  

・・男男子子をを含含むむ職職工工一一般般にに対対すするる危危害害のの予予防防（（第第１１３３条条））  

・・臨臨検検（（第第１１４４条条））  

・職工一般に対する災害扶助（第１５条） 

・徒弟に関する事項（第１６条） 

・職工一般に対する雇入，解雇，周旋の取締り（第１７条）  

・工場管理者の選任（第１８条） 

 
1 本書は、各条規の趣旨と適用の実際に注目するため、安衛法典の史学的研究には立ち入
らない。本稿は、安衛法に関する「生きた法」の探求という本書の目的に必要な限りでの
情報提供を試みるものである（三柴丈典）。 
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・工場管理者の権限（第１９条） 

・罰則（第２０，２１条） 

・罰則の範囲（第２２条） 

・罰則対象者による行政訴訟の許可（第２３条） 

・原動力を用いる工場への本法の適用（第２４条） 

・官立及び公立工場への本法の適用（第２５条） 

ここで、後の安衛法に繋がる条文としては、主に第９条～第１１条の保護職工の危険有害

業務への就業制限、第１２条の傷病者及び妊婦への就業制限、第１３条の男子を含む職工一

般に対する危害の予防、第１４条の臨検等が挙げられる。 

工場法が施行されて以降、様々な省令が制定されている。畠中信夫氏の著作 2）から引用

すれば以下のとおり。 

特定の危険・有害物に対する規制として、1919（大正 8）年の ILO（国際労働機関）第 1

回総会で採決された ILO第 6号勧告（燐寸製造に於ける黄燐使用の禁止に関する 1906 年の

ベルヌ国際条約の適用に関する勧告）を受けて、1921（大正 10）年に「黄燐燐寸製造禁止

法」（大正 10年法律第 61 号）が、前記条約の批准公布に先立ち制定された。また、工場法

第１３条に基づいて、1927（昭和 2）年に「工場附属寄宿舎規則」（内務省令第 26 号）が

制定され、続いて 1929（昭和 4）年に「工場危害予防及衛生規則」（内務省令第 24号）が

制定公布されている。その後、建設業、土石採取業、貨物運送業等屋外産業における労働者

災害補償を目的として、1931（昭和 6）年に、労働者災害扶助法および労働者災害扶助責任

保険法が制定された。そして、その運営上の必要もあって、労働者災害扶助法第５条の規定

に基づき、1934（昭和 9）年には「土石採取場安全及衛生規則」（内務省令第 11 号）が制

定されている。1935（昭和 10）年 4月 9日には、全文 53箇条から成る「汽罐取締令」（内

務省令第 200 号）が公布され、同年 5 月 1 日から施行された。さらに、1937（昭和 12）年

には「土木建築工事場安全及衛生規則」（内務省令第 41号）、1941（昭和 16）年には「土

木建築工事場附属寄宿舎規則」（厚生省令第 53号）が制定され、製造業以外の他の業種に

対する安全衛生関係法令の拡大がなされていった。 

このような経過で整備された工場法および同法に基づく省令等を参考として 1947（昭和

22）年 4 月 7 日に労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）が制定され 3)、同年 9 月１日に同

法の大部分が施行された。残余の部分は同年 11月 1日に施行された。以下に、労基法の章

立てを列挙する。 

・第 1章（総則） 

・第 2章（労働契約） 

・第 3章（賃金） 

・第 4章（労働時間，休憩，休日及び年次有給休暇）  

・・第第 55章章（（安安全全及及びび衛衛生生））  第第 4422条条かからら第第 5555条条  

・・第第 66章章（（女女子子及及びび年年少少者者））  
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・工場管理者の権限（第１９条） 

・罰則（第２０，２１条） 

・罰則の範囲（第２２条） 

・罰則対象者による行政訴訟の許可（第２３条） 

・原動力を用いる工場への本法の適用（第２４条） 

・官立及び公立工場への本法の適用（第２５条） 

ここで、後の安衛法に繋がる条文としては、主に第９条～第１１条の保護職工の危険有害

業務への就業制限、第１２条の傷病者及び妊婦への就業制限、第１３条の男子を含む職工一

般に対する危害の予防、第１４条の臨検等が挙げられる。 

工場法が施行されて以降、様々な省令が制定されている。畠中信夫氏の著作 2）から引用

すれば以下のとおり。 

特定の危険・有害物に対する規制として、1919（大正 8）年の ILO（国際労働機関）第 1

回総会で採決された ILO第 6号勧告（燐寸製造に於ける黄燐使用の禁止に関する 1906 年の

ベルヌ国際条約の適用に関する勧告）を受けて、1921（大正 10）年に「黄燐燐寸製造禁止

法」（大正 10年法律第 61号）が、前記条約の批准公布に先立ち制定された。また、工場法

第１３条に基づいて、1927（昭和 2）年に「工場附属寄宿舎規則」（内務省令第 26 号）が

制定され、続いて 1929（昭和 4）年に「工場危害予防及衛生規則」（内務省令第 24号）が

制定公布されている。その後、建設業、土石採取業、貨物運送業等屋外産業における労働者

災害補償を目的として、1931（昭和 6）年に、労働者災害扶助法および労働者災害扶助責任

保険法が制定された。そして、その運営上の必要もあって、労働者災害扶助法第５条の規定

に基づき、1934（昭和 9）年には「土石採取場安全及衛生規則」（内務省令第 11 号）が制

定されている。1935（昭和 10）年 4月 9日には、全文 53 箇条から成る「汽罐取締令」（内

務省令第 200 号）が公布され、同年 5 月 1 日から施行された。さらに、1937（昭和 12）年

には「土木建築工事場安全及衛生規則」（内務省令第 41 号）、1941（昭和 16）年には「土

木建築工事場附属寄宿舎規則」（厚生省令第 53号）が制定され、製造業以外の他の業種に

対する安全衛生関係法令の拡大がなされていった。 

このような経過で整備された工場法および同法に基づく省令等を参考として 1947（昭和

22）年 4 月 7 日に労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）が制定され 3)、同年 9 月１日に同

法の大部分が施行された。残余の部分は同年 11月 1日に施行された。以下に、労基法の章

立てを列挙する。 

・第 1章（総則） 

・第 2章（労働契約） 

・第 3章（賃金） 

・第 4章（労働時間，休憩，休日及び年次有給休暇）  

・・第第 55章章（（安安全全及及びび衛衛生生））  第第 4422条条かからら第第 5555条条  

・・第第 66章章（（女女子子及及びび年年少少者者））  
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・第 7章（技能者の養成） 

・第 8章（災害補償） 

・第 9章（就業規則） 

・第 10章（寄宿舎） 第 96条 

・第 11章（監督機関） 

・第 12章（雑則） 

・第 13章（罰則） 

ここで、前述の工場法の第 9条から第 14条や、それに関連して整備された法令、また後

の安衛法に繋がる条文としては、主に第４２条から第５５条の第 5章（安全及び衛生）が挙

げられる。そのうち、例えば、労基法第４８条（有害物の製造禁止）では、黄りんマッチに

関する製造、販売、輸入、所持を禁止しており、同条文は前述した「黄燐燐寸製造禁止法」

（大正 10年法律第 61号）を受けたものである。また、事業附属寄宿舎の設備および安全衛

生に関しても、労基法の「第 10 章 寄宿舎」の章に第９６条として一カ条が設けられた。 

さらに、労基法に定めるこれらの安全衛生関係規定を具体化するものとして、439カ条に

上る労働安全衛生規則（昭和 22 年労働省令第 9号）（以下「安衛則」という。）と事業附

属寄宿舎規程（昭和 22年労働省令第 7号）が制定され 1947（昭和 22）年 11月 1日に施行

された。 

これらは、工場法および同法に基づく命令や各府県の取締規則をはじめとする戦前の安

全衛生関係法令を基礎にし、さらにそれまでの工場監督行政の体験から得た事項や ILO 条

約などを参考として制定されたものであり、その内容は、概ね当時の国際水準に達していた

と言われている 2)。このような、労働基準法の第 5 章（安全及び衛生）および労働安全衛

生規則によって構成される労働安全衛生法令は、統一性と普遍性など労働基準法全体に通

ずる特徴を当然のことながら備えていたという点において、対象となる業種・規模が限定さ

れていた戦前の安全衛生関係法令の単なる統合ではなかった。例えば、従来全く労働安全衛

生法令が及ばなかった病院や商店、事務所などで働く労働者にも、休養室、健康診断、安全

衛生教育などの規定が適用されるなど、全ての労働者に安全衛生法令による保護が及んで

いくこととなったものであり、当時としては、現行の安衛法の制定・施行にも匹敵する労働

安全衛生に関する大立法であったと言うことができよう 2)。 

労基法制定以降も、“安全衛生規則は成長する規則（growing regulations）である”と

いう言葉 2）にあるように、技術の進歩、頻発する災害・疾病等に対応するため、その制定

直後から規則の改正、新規則の分離独立、新規の規制等がなされている。以下に新たに制定

された規則、法律等を年代順に列挙する。下線は法律を示す。 

 

・けい肺及び外傷性せき髄障害に関する特別保護法（後に「じん肺法」が制定）：1955（昭

和 30）年 

・ボイラ及び圧力容器安全規則（後に「ボイラー及び圧力容器安全規則」と改称）：1959（昭
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和 34）年 

・電離放射線障害防止規則：1959（昭和 34）年 

・四エチル鉛等危害防止規則（後に「四アルキル鉛中毒予防規則」と改称）：1960（昭和 35）

年 

・有機溶剤中毒予防規則：1960（昭和 35）年 

・高気圧障害防止規則（後に「高気圧作業安全衛生規則」と改称）：1961（昭和 36）年 

・クレーン等安全規則：1962（昭和 37）年 

 

戦後の高度経済成長に伴い、多くの新しい技術が進出してきたこと、それらの技術に対応

できうる技術者の不足、産業活動の重層化（例えば，建設業における元請，1次下請，2次

下請というような請負形態の重層化）に伴い、1960 年代頃から、一度に多くの労働者、民

間人が死亡する災害が多発した。安衛法制定の先導的な役割を果たした当時の労働省安全

衛生部長である北川俊夫氏によると、1963（昭和 38）年 11月 9日の同日に発生した 2つの

災害が、安衛法制定の動機に決定的な役割を果たしたとのことである。それらの災害は、次

の災害である。 

○ 国国鉄鉄東東海海道道線線のの鶴鶴見見駅駅ににおおけけるる死死者者 116611人人をを出出ししたた列列車車のの二二重重衝衝突突事事故故  
○ 福福岡岡県県のの三三井井三三池池炭炭鉱鉱ににおおけけるる死死者者 445588人人にに上上るる炭炭じじんん爆爆発発事事故故  
一一酸酸化化炭炭素素中中毒毒のの後後遺遺症症者者 11000000 人人近近くく  
このため、これらの災害、またその他の災害・疾病の発生状況等から、さらに新たな法律、

規則等が制定された。 

 

・労働災害防止団体等に関する法律 4)：1964（昭和 39）年 

・鉛中毒予防規則：1967（昭和 42）年 

・公害対策基本法：1967（昭和 42）年 

・炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法：1967（昭和 42）年 

・ゴンドラ安全規則：1969（昭和 44）年 

 

また、新技術に伴う重大な災害として、労働基準法研究会の報告書で言及された災害を挙

げると、1969（昭和 44）年 4 月 1 日に発生した東東京京都都墨墨田田区区のの荒荒川川放放水水路路のの新新四四ツツ木木橋橋架架

設設工工事事，，リリンンググビビーームム工工法法ににおおけけるる倒倒壊壊事事故故（（死死者者 88人人））がある。 

 

以降も以下の規則が制定されている。 

・特定化学物質等障害予防規則（後に「特定化学物質障害予防規則」と改称）：1971（昭和

46）年 

・事務所衛生基準規則：1971（昭和 46）年 

・酸素欠乏症防止規則（後に「酸素欠乏症等防止規則」と改称）：1971（昭和 46）年 
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和 34）年 

・電離放射線障害防止規則：1959（昭和 34）年 

・四エチル鉛等危害防止規則（後に「四アルキル鉛中毒予防規則」と改称）：1960（昭和 35）

年 

・有機溶剤中毒予防規則：1960（昭和 35）年 

・高気圧障害防止規則（後に「高気圧作業安全衛生規則」と改称）：1961（昭和 36）年 

・クレーン等安全規則：1962（昭和 37）年 

 

戦後の高度経済成長に伴い、多くの新しい技術が進出してきたこと、それらの技術に対応

できうる技術者の不足、産業活動の重層化（例えば，建設業における元請，1次下請，2次

下請というような請負形態の重層化）に伴い、1960 年代頃から、一度に多くの労働者、民

間人が死亡する災害が多発した。安衛法制定の先導的な役割を果たした当時の労働省安全

衛生部長である北川俊夫氏によると、1963（昭和 38）年 11月 9日の同日に発生した 2つの

災害が、安衛法制定の動機に決定的な役割を果たしたとのことである。それらの災害は、次

の災害である。 

○ 国国鉄鉄東東海海道道線線のの鶴鶴見見駅駅ににおおけけるる死死者者 116611人人をを出出ししたた列列車車のの二二重重衝衝突突事事故故  
○ 福福岡岡県県のの三三井井三三池池炭炭鉱鉱ににおおけけるる死死者者 445588人人にに上上るる炭炭じじんん爆爆発発事事故故  
一一酸酸化化炭炭素素中中毒毒のの後後遺遺症症者者 11000000 人人近近くく  
このため、これらの災害、またその他の災害・疾病の発生状況等から、さらに新たな法律、

規則等が制定された。 

 

・労働災害防止団体等に関する法律 4)：1964（昭和 39）年 

・鉛中毒予防規則：1967（昭和 42）年 

・公害対策基本法：1967（昭和 42）年 

・炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法：1967（昭和 42）年 

・ゴンドラ安全規則：1969（昭和 44）年 

 

また、新技術に伴う重大な災害として、労働基準法研究会の報告書で言及された災害を挙

げると、1969（昭和 44）年 4 月 1 日に発生した東東京京都都墨墨田田区区のの荒荒川川放放水水路路のの新新四四ツツ木木橋橋架架

設設工工事事，，リリンンググビビーームム工工法法ににおおけけるる倒倒壊壊事事故故（（死死者者 88人人））がある。 

 

以降も以下の規則が制定されている。 

・特定化学物質等障害予防規則（後に「特定化学物質障害予防規則」と改称）：1971（昭和
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・事務所衛生基準規則：1971（昭和 46）年 

・酸素欠乏症防止規則（後に「酸素欠乏症等防止規則」と改称）：1971（昭和 46）年 
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◎石井照久 成蹊大学学長 

・堀 秀夫 雇用促進事業団理事長 

・千種達夫 成蹊大学教授 

・勝木新次 明治生命厚生事業団体力医学研究所長 

・金子美雄 日本賃金研究センター長 

・武山泰雄 日本経済新聞主幹論説委員長 

・田辺繁子 専修大学教授 

・塚本重頼 中央大学教授 

・辻村江太郎 慶応大学教授 

・内田俊一 相模中央化学研究所理事長 

・氏原正治郎 東京大学教授 

・大来佐武郎 日本経済研究センター理事長 

・奥村敏恵 東京大学教授 

・山内一夫 学習院大学教授 

・神山欣治 弁護士 

・近藤文二 大阪市立大学名誉教授 

・有泉亨 上智大学教授 

・吾妻光俊 専修大学教授 

・北川徹三 横浜国立大学教授 

・所沢道夫 弁護士 

同研究会が活動している間にも新たな技術に係る災害が発生しており、1969（昭和 44）

年 11月 20日にはエエチチレレンンのの直直接接酸酸化化法法ににおおけけるる爆爆発発火火災災（（徳徳山山石石油油化化学学（（株株））爆爆発発災災害害））、

1970（昭和 45）年 4月には大大阪阪市市のの地地下下鉄鉄建建設設工工事事現現場場ににおおけけるるガガスス爆爆発発災災害害 5)，6)が発

生した。 

 これらの災害を受けてかどうかはわからないが、1970（昭和 45）年 7 月 3 日に労働基準

法研究会の中に安全衛生小委員会が発足し、のちに、第 3小委員会と名称を改めた。そのメ

ンバーは以下のとおりである。 

 ○石井照久 成蹊大学学長 

 ・堀秀夫 雇用促進事業団理事長 

 ・勝木新次 明治生命厚生事業団体力医学研究所長 

 ・内田俊一 相模中央化学研究所理事長 

 ・奥村敏恵 東京大学教授 
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 ・北川徹三 横浜国立大学教授 

第 3 小委員会の活動中にも 1970（昭和 45）年 10 月に長長崎崎市市のの造造船船所所ににおおけけるるタターービビンン

ロローータターー破破裂裂災災害害が発生している。  

第 3 小委員会発足後 1 年で遂に 1971（昭和 46）年 7 月 13 日に労働基準法研究会の報告

書 7)が労働省に提出された。 

 同報告書は現代においても通ずる事項が各所にあり、当時としては画期的な報告書であ

ったのではないかと推察する。その構成と内容をまとめると、図表 1のとおりである。 

まず、「1.まえがき」では、労基法及び第 3小委員会発足と活動の経緯を簡潔に示してい

る。 

次に、当時の災害の傾向を捉えるため、「2．労働災害の現状」として、災害事例を詳細

に分析し、統計をとっている。すなわち、「２．（１）労働災害の概況」において、当時は

休業 8日以上の死傷災害の統計をとっており、昭和 36年には戦後最高の約 48万人となり、

その後は減少に転じたが、昭和 45 年にはなお約 36 万人を数えており、その減少傾向の鈍

化に着目している（2018 年現在を見てみると、休業 4 日以上の死傷者数は 127,329 人であ

る。）。このうち、死亡者数で見ると、当時の死亡者数は、昭和 23年に 2896人であったも

のが、昭和 36 年には 6712人にも達し、この間約 4000 人も増加している（2018 年現在の全

産業の死亡者数を見ると年間 909 人である。）。さらに、業務上疾病に関する記述もあり、

昭和 42年以降かなりの増加を示しており、昭和 45年には 30,796件に達している（2018 年

現在の休業 4日以上の業務上疾病者数は、8,684人である。）。特に、腰痛、火傷熱傷、工

業中毒等を挙げている。 

全体的な問題点としては、技術革新にともなう生産設備の大型化、高速化、エネルギーの

増大、職業病、公害、公衆災害等を挙げている。 

「２．（２）産業別労働災害の状況」を概観すると、製造業と建設業の死傷災害が最も多

いとある。その内訳は、昭和 45 年において、建設業 2,430 人で全産業の 4 割、製造業 1，

400 人、運輸交通業 541人、鉱業 474人、林業 248人等である。 

製造業では特に金属工業（鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業）、機械器具工業（一

般機械器具製造業、電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造業）、木材木製品工業（木材

木製品製造業、家具装備品製造業）の順に災害が多いとある。 

一方、建設業では、木造家屋建築工事業、鉄骨鉄筋コンクリート造家屋建築工事業で災害

が最も多く、建設業全体の 4割を占めるとある。また度数率（＝死傷者数/延べ労働時間数

×10万）で見ると、鉄道軌道新設事業、ほ装事業、ずい道新設事業、橋りょう新設事業等が

高いとある。 

 「２．（３）規模別労働災害の状況」からは、小規模の事業場で最も災害が多く、度数率

も高率となっているとある。ここから、中小企業の課題として、以下の事項を挙げている。 

・一般的に比較的危険有害な作業をともなうものを分担していること 

・資金力が薄弱なため、生産設備の近代化合理化や安全衛生設備の整備への資本投下が十分
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に行われ難いこと 

・離職率が高く労働者の流動が激しいため、熟練労働者の確保が十分でないこと 

・安全衛生教育や適性配置が十分でないこと 

・生産に追われ安全衛生を十分顧みる余裕のないこと 

このように、企業体質の弱さが安全衛生水準の低調や災害発生に結びついていると考え

られ中小企業の自助努力のみでは災害防止活動に限界があると考えられるとある。 

 これら中小企業のうち、造船業、鉄鋼業、化学工業あるいは、建設業などにおける構内下

請企業の労働災害が注目され、その災害発生率は、親企業に比べて約 2.5倍となっている。

このような構内下請企業の課題として以下の事項を挙げている。 

・親企業内の機械設備の修理、原材料や製品の取扱い運搬、生産設備の建設といった比較的

危険性の高い作業を分担していること 

・その作業が臨時的で親企業の生産調整の手段となっており、その影響を強く受けるなど不

利な条件にあること 

・親企業とのあるいは下請労働者同志との混在作業での連絡調整、責任体制が不明確な状態

にあること 

・多数の下請や重層的に下請が存在する場合、各下請企業間に能力の差があるため、企業間

の安全衛生協議組織の円滑な活動が行なわれ難いこと 

・親企業の総合的な生産活動のなかでの安全衛生活動が構内下請企業の部門で絶えてしま

い、下請に対する生産管理はあっても安全衛生管理はないという状態にあること 

 これらの課題があり、構内下請企業の努力のみでは十分な災害防止の実をあげられない

面が指摘されるとある。 

 一方、業務上疾病の発生状況からは、以下の課題を挙げている。 

・中小企業では有害作業が多いにもかかわらず衛生管理に関する意識が低いこと 

・職場環境の改善が遅れていること 

・健康診断の実施率が低いため業務上疾病の把握が十分でないこと 

 中小企業の衛生管理水準は、このように多くの問題を抱えているとある。 

「２．（４）原因別労働災害の状況」からは、災害全体のなかで占める割合が高くなって

きたものとして「クレーンなどによるもの」、「自動車など動力運搬機によるもの」、「一

般動力機械によるもの」などを挙げ、また注目すべきこととして、建設工事におけるブルド

ーザー、パワーショベルなどの「重建設機械によるもの」が増加していることを挙げており、

以下の傾向を指摘している。 

・新技術の開発による機械化、機械設備の大型化、高速化などが、それに見合う十分な対策

が講じられないまま採用されてきたこと 

・生産手段の変化に対応し必要な技能を有する労働者を確保することが困難なこと 

・安全衛生についての教育訓練が十分でないこと 

ここで挙げている災害として特筆すべきは前述した 1969（昭和 44）年 4月 1日に発生し
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た東東京京都都墨墨田田区区のの荒荒川川放放水水路路のの新新四四ツツ木木橋橋架架設設工工事事，，リリンンググビビーームム工工法法ににおおけけるる倒倒壊壊事事故故

（（死死者者 88人人））および 1969（昭和 44）年 11月 20日に発生したエエチチレレンンのの直直接接酸酸化化法法ににおおけけ

るる爆爆発発火火災災（（徳徳山山石石油油化化学学（（株株））爆爆発発災災害害））である。これらの災害は、新工法、新生産方法

が事前に十分な安全衛生面の検討、配慮がなされないまま採用されたために起こった災害

例としている。また、一時に多数の死傷者を生じた重大災害は、昭和 36年以降、全体的に

労働災害が減少傾向にある中で、爆発、倒壊、中毒薬傷、クレーンなどによるものを中心に

多発する傾向にあると述べている。これらのうち、1970（昭和 45）年 4 月には大大阪阪市市のの地地

下下鉄鉄建建設設工工事事現現場場ににおおけけるるガガスス爆爆発発災災害害および 1970（昭和 45）年 10 月に長長崎崎市市のの造造船船所所

ににおおけけるるタターービビンンロローータターー破破裂裂災災害害を挙げている。特に、両災害は一般市民をも巻きこむよ

うな公衆災害という位置付けを与えている。特に前者の災害は、安衛法の第 102条（ガス工

作物等設置者の義務）の基となった災害である。 

他方、このような労働災害の変化にもかかわらず、従来からみられる「機械にはさまれる」、

「飛来落下物にあたる」、「墜落」、「転倒」などの事故の型の労働災害が依然として多く

発生しているとある。これは機械の防護措置や作業方法の欠陥、あるいは不安全な行動に起

因するものであり、基礎的な安全対策が十分にとられていれば防止できる災害としている。 

一方、業務上疾病をみると、「負傷に起因する疾病」、「物理的障害によるもの」、「重

激業務による運動器の疾病」が多く、昭和 41年以降増加する傾向にある。また、「化学的

障害によるもの」も目立っており、そのうち有機溶剤による中毒の増加が注目される。その

他、林業におけるチェンソーの使用による「白ろう病」、キーパンチャー業務における「頸

肩腕症候群」、重筋労働ではない作業においても発生している「腰痛症」などの疾病を挙げ

ている。「化学的障害によるもの」としては、以下のものを列挙している。 

・「エポキシ樹脂」による皮膚炎 

・合成繊維などの原料として使用される「アクリロニトリル」による中毒 

・ビニール製品の原料や安定剤として使用される「ステアリン酸鉛」による中毒 

・カドミウムなど重金属による急性中毒 

・染料中間体のベンジジンによるぼうこう癌 

・農薬の PCP による中毒死 

・重油炉に堆積する五酸化バナジウムなどによる中毒 

このように原因別労働災害の状況からは、技術の進歩による生産方式の変化や新しい原

材料の採用などは、有害な作業環境、作業方法をうみだしているが、これは、労働者に与え

る肉体的、精神的影響や作業環境に対する検討が不十分なまま、新しい機械や新しい原材料

を取り入れたことによるものと考えられ、このような人間的、社会的配慮に欠け、専ら経済

的技術的側面から展開されてきた技術の進歩とその実用化、産業化が企業内では労働災害、

企業外では公害の発生となって現れているとある。 

また、労働力構成の高齢化、出稼ぎ労働者の増加、若年労働者等の体力の低下、疾病によ

る休業の増加などにより健康管理のあり方について新しい問題が提起されているとある。 
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労働災害が減少傾向にある中で、爆発、倒壊、中毒薬傷、クレーンなどによるものを中心に

多発する傾向にあると述べている。これらのうち、1970（昭和 45）年 4 月には大大阪阪市市のの地地

下下鉄鉄建建設設工工事事現現場場ににおおけけるるガガスス爆爆発発災災害害および 1970（昭和 45）年 10 月に長長崎崎市市のの造造船船所所

ににおおけけるるタターービビンンロローータターー破破裂裂災災害害を挙げている。特に、両災害は一般市民をも巻きこむよ

うな公衆災害という位置付けを与えている。特に前者の災害は、安衛法の第 102条（ガス工

作物等設置者の義務）の基となった災害である。 

他方、このような労働災害の変化にもかかわらず、従来からみられる「機械にはさまれる」、

「飛来落下物にあたる」、「墜落」、「転倒」などの事故の型の労働災害が依然として多く

発生しているとある。これは機械の防護措置や作業方法の欠陥、あるいは不安全な行動に起

因するものであり、基礎的な安全対策が十分にとられていれば防止できる災害としている。 

一方、業務上疾病をみると、「負傷に起因する疾病」、「物理的障害によるもの」、「重

激業務による運動器の疾病」が多く、昭和 41年以降増加する傾向にある。また、「化学的

障害によるもの」も目立っており、そのうち有機溶剤による中毒の増加が注目される。その

他、林業におけるチェンソーの使用による「白ろう病」、キーパンチャー業務における「頸

肩腕症候群」、重筋労働ではない作業においても発生している「腰痛症」などの疾病を挙げ

ている。「化学的障害によるもの」としては、以下のものを列挙している。 

・「エポキシ樹脂」による皮膚炎 

・合成繊維などの原料として使用される「アクリロニトリル」による中毒 

・ビニール製品の原料や安定剤として使用される「ステアリン酸鉛」による中毒 

・カドミウムなど重金属による急性中毒 

・染料中間体のベンジジンによるぼうこう癌 

・農薬の PCPによる中毒死 

・重油炉に堆積する五酸化バナジウムなどによる中毒 

このように原因別労働災害の状況からは、技術の進歩による生産方式の変化や新しい原

材料の採用などは、有害な作業環境、作業方法をうみだしているが、これは、労働者に与え

る肉体的、精神的影響や作業環境に対する検討が不十分なまま、新しい機械や新しい原材料

を取り入れたことによるものと考えられ、このような人間的、社会的配慮に欠け、専ら経済

的技術的側面から展開されてきた技術の進歩とその実用化、産業化が企業内では労働災害、

企業外では公害の発生となって現れているとある。 

また、労働力構成の高齢化、出稼ぎ労働者の増加、若年労働者等の体力の低下、疾病によ

る休業の増加などにより健康管理のあり方について新しい問題が提起されているとある。 
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このような当時の災害の傾向を受け、同報告書では、「3．安全衛生対策の現状と問題点」、

「5．有害業務による障害の防止」、「6．健康対策」、「7．就業資格」、「8．特殊な労働

関係の規制」、「9．国の監督指導と援助」として、当時の労基法をはじめとする法制、現

状および問題点がまとめられている。 

さらに、同報告書の最後に「10．むすび」として、当時の法制の問題点、今後の労働安全

衛生対策の基本的方向、具体的方向がまとめられている。当時の労基法をはじめとする法制

の問題点としては、以下の事項が挙げられている。 

１．労働基準法を中心とする現行法制に基づく労働災害防止対策は，総合的予防的施策の面

で不十分であり，産業社会の急激な進展ないし変化に即応することができない。 

２．現実の労働災害の実態に照し，有効な防止対策を講ずるためには最低基準による規制の

みによっては十分ではなく，実態に即した指導，勧告を含む幅広い行政を展開することが必

要であり，現行の最低基準の確保を中心とする安全衛生対策は限界に来ている． 

３．産業活動の急激な進展にともない安全衛生を担当する技術者が民間ばかりでなく，行政

部門においても著しく不足しており，今後の安全衛生活動の展開に大きな支障を来たして

いる． 

４．労働災害が多発している中小企業，構内下請企業に対する対策が必ずしも十分とはいえ

ず，大企業などに比し依然高い災害の発生率を示している． 

 これを受けて、今後の労働安全衛生対策の基本的方向を次のとおり示している。 

１．産業社会の進展に即応するため，積極的，科学的対策を講ずる必要がある．新工法，新

原材料の採用にともなう事前審査の制度，発注，設計段階における安全性の配慮，機械設備

の本質的安全の確保，職場環境の抜本的改善による公害源の解消，労働者の体力増強といっ

た積極的施策を講ずる必要がある． 

２．労働災害防止の実をあげるため，今後，技術指針の作成，公表，災害多発事業場など特

定事業場に対する勧告制度の導入，快適基準の設定など行政指導の分野を充実，強化すると

ともにその裏づけとなる研究部門の拡充が必要である．また，これらの施策を通じて，企業

内における自主的活動の展開をはかる必要がある． 

３．今後の安全衛生活動を円滑に展開してゆくためには民間，政府を問わず安全衛生を担当

する技術者を育成，確保する必要がある．とくに行政部門では行政簡素化の要請が強いなか

で今後大幅な増加が予想される行政需要に応えるため，現在の行政体制に抜本的検討を加

える必要がある． 

４．大企業に比し労働災害が多発している中小企業，構内下請企業に対する対策を強化する

必要がある．たとえば，構内下請企業に対する親企業の責任の強化，中小企業の安全衛生施

設などに対する融資制度の充実，中小企業の安全衛生活動に対する技術的援助，指導体制の

整備などの施策を講ずる必要がある． 

 さらに、今後の労働安全衛生対策の具体的方向を示している。ここで、興味深い事項は、

以下の各項目がそのまま安衛法の各章を形成していることである。労働基準法研究会の報
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告書が安衛法制定に果たした役割は非常に大きいことがわかる。各節のタイトルの下に括

弧書きで安衛法に関連する章を記載している。 

（１） 安全衛生管理組織の確立 

（→安衛法 第３章 安全衛生管理体制） 

イ 企業経営者の責任の明確化と自主的活動の推進 

ロ 総括安全衛生管理者の新設 

ハ 安全管理者，衛生管理者の職務内容，資格の明確化 

ニ 安全技師の選任 

ホ 安全衛生委員会の設置 

ヘ 実質活動の促進 

（２） 安全衛生教育の充実強化 

（→安衛法 第６章 労働者の就業に当たつての措置） 

イ 新技術導入時，職種転換時などにおける教育の実施 

ロ 教育内容の明確化 

ハ 職長教育などの明確化 

（３） 危害防止基準の強化 

（→安衛法 第４章 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置） 

（４） 危険な機械，有害物の製造，流通規制 

（→安衛法 第５章 機械等並びに危険物及び有害物に関する規制） 

イ 設計，製造にあたっての安全上の配慮 

ロ 防護措置がない機械などの譲渡，貸与についての規制 

ハ 危険な作業を必要とする機械などの譲渡，貸与，設置の規制および検定 

ニ 特に危険な作業を必要とする機械などの製造，設置認可 

ホ 検査体制の整備 

ヘ 有害物に対する製造・流通規制の整備（製造認可，表示） 

（５） 免許資格体系の整備 

（→安衛法 第８章 免許等） 

（６） 健康対策の充実強化 

（→安衛法 第７章 健康の保持増進のための措置） 

イ 積極的健康対策の推進 

ロ 健康診断の体系の整備 

ハ 有害業務に対する作業時間の制限 

ニ 職場環境の改善と公害の防止 

ホ 医師の通報制度 

（７） 特殊な労働関係の規制の強化 

（→安衛法 第３章 安全衛生管理体制） 
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ニ 特に危険な作業を必要とする機械などの製造，設置認可 

ホ 検査体制の整備 

ヘ 有害物に対する製造・流通規制の整備（製造認可，表示） 
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（→安衛法 第４章 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置） 

イ 構内下請企業を有する産業における総合安全衛生管理体制の整備 

ロ 特殊な業種業態における安全の確保 

（８）国の監督指導及び援助 

（→安衛法 第２章 労働災害防止計画，第９章 事業場の安全又は衛生に関する改善措置

等，第１０章 監督等） 

イ 事前審査制度の導入 

ロ 災害多発事業場などに対する勧告制度 

ハ 中小零細企業に対する援助 

ニ 他省が行う保安行政との調整 

ホ 研究体制の整備充実 

 

同報告書の「10．むすび」の各節、安衛法の章立て、工場法および労基法の関係を表２に

示している。同表に示すように、工場法、労基法、労働基準法研究会報告書、安衛法と一連

の流れが見えるようである。また、安衛法制定前に、労基法に基づく省令事項（当時の安衛

則、電離則、特化則、高圧則）で安衛法の制定に際して法律事項とされたものの例を表３に

示す 8）。このように、当時の規則から安衛法に格上げされた条文も多く存在していること

がわかる。 

一方で、安全技師の選任、医師の通報制度等の取り消し線で示している箇所は、同報告書

には言及されたが、安衛法には採用されなかった事項である。当初構想に現れた事項で最終

的な法案作成の段階までには至らなかったものを表４に示す 8）。ここで興味深い点として

は、安衛法制定に当たって「建設工事等の注文者の請負人およびその労働者に対する指導の

努力義務」が検討されていたという点である。注文者には発注者も含まれる。安衛法第 3条

第 3 項（訓示規定）、第 29 条、第 29 条の 2、第 30 条第 1 項第 4号、第 5号等に、その趣

旨の規定が散在している。また，第 30条第 2項、第 30条の 2第 2項、第 30条の 3第 2項、

第 31条の 3第 1項等も、断片的ながら、その趣旨を定める規定ではある。さらに，同事項

は発注者も含めて，2016年（平成 28年）に至ってようやく現実的に形成されつつある。つ

まり、「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成 28 年法律第 111

号）」（以下「職人基本法」という。）である。同法律の第 3条には以下の条文が謳われて

いる。 

『第三条 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事の請負契約において適正

な請負代金の額、工期等が定められることにより、行われなければならない。２ 建設工事

従事者の安全及び健康の確保は、このために必要な措置が建築物等の設計、建設工事の施工

等の各段階において適切に講ぜられることにより、行われなければならない。』 

このように、安衛法制定前に構想していた事項が、2016 年に職人基本法として公布され

た。ただし、同事項のうち，発注者の役割と責務を安衛法の中に組み入れるまでには至って
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おらず、今後の検討が望まれる。 

 このように、労働基準法研究会第 3小委員会の報告書の「10．むすび」の各節である「今

後の労働安全衛生対策の具体的方向」は、いくつかは最終的な法案まで至らなかったものの、

そのほとんどがそのまま安衛法の章立てとなり、安衛法の骨格を為していることがわかる。 

同報告書を受け、図１、表５および表６のような流れで遂に 1972（昭和 47）年 6月 8日

労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）が制定される 8）。同法は、前述したように労基

法第 5章（安全及び衛生）ならびに労働災害防止団体等に関する法律第 2章（労働災害防止

計画）および第 4章（特別規制）を統合したものを母体 2）としており、労働基準法研究会

第 3 小委員会による当時の労働災害の現状の詳細把握に基づく今後の労働安全衛生対策の

具体的方向が骨格となり、新規の規制事項、国の援助措置に関する規定等を加え形成された。

同年 10月 1日には、安衛法（昭和 47年法律第 57号）が施行され、年間 6千人を超えた死

亡災害が法施行後十年足らずで半減した。 

  

二 考察と結語 
概括的ではあるが、以上の安衛法制定を後押しした災害とその制定経緯の整理から、ある

特定の災害に基づいて作成された条文は非常に稀であることがわかる。安衛法制定前の重

大災害は、どちらかというと、社会全体および国民全体に新たな枠組みの法律、または独立

法としての安衛法の必要性を痛感させるために作用したと考えられる。 
多くの安衛法の条文は、1 つには、工場法、安衛法制定前の労基法、労働災害防止団体等

に関する法律、安衛法制定前の省令事項（安衛則、電離則、特化則、高圧則）等の流れを組

む条文が多くあること、もう 1 つには、安衛法制定前に立ち上げられた労働基準法研究会

(石井照久会長)において、当時の災害発生状況を詳細に分析し、当時の災害の傾向を適切に

捉えて、それらの災害を的確に減少させるように、多くの条文が形成されていることが明ら

かとなった。 
他方で、ある特定の災害に基づいて作成された１つの条文は稀であり、例えば、1970（昭

和 45）年 4 月には大阪市の地下鉄建設工事現場におけるガス爆発災害に基づく安衛法第

102 条（ガス工作物等設置者の義務）があることも明らかとなった。 
これは、当時の多発災害の傾向を捉え、それらの災害を包括的に防ごうとすれば、自ずと

災害と条文は 1 対 1 に対応せず、多くの条文にまたがって、多発災害を総合的かつ体系的

に防ごうとする結果となるためである。1 つの災害は 1 つの原因で発生することは稀で、複

数の原因が幾重にも重なって発生していることがほとんどである。それらの原因の裏返し

が再発防止対策であり安衛法の各条文に該当するため、1 つの災害を防ぐためには、複数の

条文が必要になる。加えて、多発災害の傾向を捉え、それらの災害を包括的に防ごうとすれ

ば、自ずと災害と条文は 1 対 1 に対応せず、多くの条文にまたがって、多発災害を総合的

かつ体系的に防ごうとする結果となる。このために、逐条ごとにある特定の災害があるわけ

ではなく、複数の条文にまたがり、それら多発災害の再発防止対策を総合的かつ体系的に取
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後の労働安全衛生対策の具体的方向」は、いくつかは最終的な法案まで至らなかったものの、

そのほとんどがそのまま安衛法の章立てとなり、安衛法の骨格を為していることがわかる。 

同報告書を受け、図１、表５および表６のような流れで遂に 1972（昭和 47）年 6月 8日

労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）が制定される 8）。同法は、前述したように労基

法第 5章（安全及び衛生）ならびに労働災害防止団体等に関する法律第 2章（労働災害防止

計画）および第 4章（特別規制）を統合したものを母体 2）としており、労働基準法研究会

第 3 小委員会による当時の労働災害の現状の詳細把握に基づく今後の労働安全衛生対策の

具体的方向が骨格となり、新規の規制事項、国の援助措置に関する規定等を加え形成された。

同年 10月 1日には、安衛法（昭和 47年法律第 57号）が施行され、年間 6千人を超えた死

亡災害が法施行後十年足らずで半減した。 

  

二 考察と結語 
概括的ではあるが、以上の安衛法制定を後押しした災害とその制定経緯の整理から、ある

特定の災害に基づいて作成された条文は非常に稀であることがわかる。安衛法制定前の重

大災害は、どちらかというと、社会全体および国民全体に新たな枠組みの法律、または独立

法としての安衛法の必要性を痛感させるために作用したと考えられる。 
多くの安衛法の条文は、1 つには、工場法、安衛法制定前の労基法、労働災害防止団体等

に関する法律、安衛法制定前の省令事項（安衛則、電離則、特化則、高圧則）等の流れを組

む条文が多くあること、もう 1 つには、安衛法制定前に立ち上げられた労働基準法研究会

(石井照久会長)において、当時の災害発生状況を詳細に分析し、当時の災害の傾向を適切に

捉えて、それらの災害を的確に減少させるように、多くの条文が形成されていることが明ら

かとなった。 
他方で、ある特定の災害に基づいて作成された１つの条文は稀であり、例えば、1970（昭

和 45）年 4 月には大阪市の地下鉄建設工事現場におけるガス爆発災害に基づく安衛法第

102 条（ガス工作物等設置者の義務）があることも明らかとなった。 
これは、当時の多発災害の傾向を捉え、それらの災害を包括的に防ごうとすれば、自ずと

災害と条文は 1 対 1 に対応せず、多くの条文にまたがって、多発災害を総合的かつ体系的

に防ごうとする結果となるためである。1 つの災害は 1 つの原因で発生することは稀で、複

数の原因が幾重にも重なって発生していることがほとんどである。それらの原因の裏返し

が再発防止対策であり安衛法の各条文に該当するため、1 つの災害を防ぐためには、複数の

条文が必要になる。加えて、多発災害の傾向を捉え、それらの災害を包括的に防ごうとすれ

ば、自ずと災害と条文は 1 対 1 に対応せず、多くの条文にまたがって、多発災害を総合的

かつ体系的に防ごうとする結果となる。このために、逐条ごとにある特定の災害があるわけ

ではなく、複数の条文にまたがり、それら多発災害の再発防止対策を総合的かつ体系的に取
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りまとめることが効果的となり、安衛法はそのような形成過程を経ている。 
このような形成過程を経ているが、これまで言われているように、「安全規則は先人の血

で書かれた文字である」ということわざ 2)を否定するものでなく、安衛法制定に至るには

いくつもの災害があり、何千、何万という先人の血が１６５ヶ条もの条文の必要性を常に訴

え続けている。 
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表１ 労働基準法研究会第 3 小委員会報告書の第２章の構成と内容 

（下線太字は同報告書の第１０章むすびとの関係） 
第２章の

節 

第 2 章の 

内容 

労働災害の経済的損失は昭和 45年の 1年間で約 5,700億円。 

(1)労働災

害の概況 

・休業 8 日以上の死傷者数：昭和 36 年約 48万人、昭和 45年約 36万人。 

・死亡者：昭和 36 年 6712人、昭和 42 年を除き、毎年 6000人台。技術革新による生産設備の大型化、

高速化にともなう労働災害の潜在エネルギーの増大など。 

・業務上疾病：昭和 45年 30,796件。腰痛、火傷裂傷、化学物質による工業中毒など。 

(2)産業別

労働災害

の状況 

・製造業と建設業が休業 8日以上の全災害の 70%を占める。 

・製造業：金属工業、機械器具工業、木材木製品工業の順に災害が多く、製造業全体の 3分の 2 を占め

る。 

・建設業：木造家屋建築工事業、鉄骨鉄筋コンクリート造家屋建築工事業の順に災害が多く、建設業全

体の約 4 割を占める。また、度数率は、鉄道軌道新設事業、ほ装事業、ずい道新設事業、橋りょう新設

事業などが高い。 

・運輸交通業は労働災害が増加の傾向にある。 

・昭和４５年の死亡者数：建設業 2430 人、製造業 1400 人、運輸交通業 541 人、工業 474 人、林業 248

人。 

・業務上疾病：製造業、建設業、交通運輸業は昭和 41 年以降毎年増加。特に、製造業は全体の 40%強

を占める。 

(3)規模別

労働災害

の状況 

・規模 10～49 人の事業場で全体の約 40%の災害を占め、規模 1～99 人にまとめると約 70%。 

・度数率も規模が小さくなるほど高率。 

・中小企業の労働災害の発生率が高い。この理由としては以下のとおり。 

・比較的危険有害な作業を分担していること 

 ・資金力が薄弱なため、生産設備の近代化合理化や安全衛生設備の整備への資本投下が十分に行われ

難いこと 

 ・離職率が高く労働者の流動が激しいため、熟練労働者の確保が十分でないこと、また生産に追われ

て安全衛生を十分顧みる余裕のないこと→安安全全衛衛生生教教育育のの充充実実強強化化、、免免許許資資格格体体系系のの整整備備 

・中小企業の自助努力のみでは災害防止活動に限界がある。→→安安全全衛衛生生管管理理組組織織のの確確立立 

・造船業、鉄鋼業、化学工業、建設業などにおける構内下請企業の労働災害発生率は、親企業の約 2.5

倍。その原因としては以下のとおり。 

・親企業内の機械設備の修理、原材料や製品の取り扱い運搬、生産設備の建設といった比較的危険性

の高い作業を分担していること 

 ・その作業が臨時的で親企業の生産調整の手段となっており、その影響を強く受けるなど不利な条件

にあること 
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表１ 労働基準法研究会第 3 小委員会報告書の第２章の構成と内容 

（下線太字は同報告書の第１０章むすびとの関係） 
第２章の

節 

第 2 章の 

内容 

労働災害の経済的損失は昭和 45年の 1年間で約 5,700億円。 

(1)労働災

害の概況 

・休業 8 日以上の死傷者数：昭和 36 年約 48万人、昭和 45年約 36万人。 

・死亡者：昭和 36 年 6712人、昭和 42 年を除き、毎年 6000人台。技術革新による生産設備の大型化、

高速化にともなう労働災害の潜在エネルギーの増大など。 

・業務上疾病：昭和 45年 30,796件。腰痛、火傷裂傷、化学物質による工業中毒など。 

(2)産業別

労働災害

の状況 

・製造業と建設業が休業 8日以上の全災害の 70%を占める。 

・製造業：金属工業、機械器具工業、木材木製品工業の順に災害が多く、製造業全体の 3分の 2 を占め

る。 

・建設業：木造家屋建築工事業、鉄骨鉄筋コンクリート造家屋建築工事業の順に災害が多く、建設業全

体の約 4 割を占める。また、度数率は、鉄道軌道新設事業、ほ装事業、ずい道新設事業、橋りょう新設

事業などが高い。 

・運輸交通業は労働災害が増加の傾向にある。 

・昭和４５年の死亡者数：建設業 2430 人、製造業 1400 人、運輸交通業 541 人、工業 474 人、林業 248

人。 

・業務上疾病：製造業、建設業、交通運輸業は昭和 41 年以降毎年増加。特に、製造業は全体の 40%強

を占める。 

(3)規模別

労働災害

の状況 

・規模 10～49 人の事業場で全体の約 40%の災害を占め、規模 1～99 人にまとめると約 70%。 

・度数率も規模が小さくなるほど高率。 

・中小企業の労働災害の発生率が高い。この理由としては以下のとおり。 

・比較的危険有害な作業を分担していること 

 ・資金力が薄弱なため、生産設備の近代化合理化や安全衛生設備の整備への資本投下が十分に行われ

難いこと 

 ・離職率が高く労働者の流動が激しいため、熟練労働者の確保が十分でないこと、また生産に追われ

て安全衛生を十分顧みる余裕のないこと→安安全全衛衛生生教教育育のの充充実実強強化化、、免免許許資資格格体体系系のの整整備備 

・中小企業の自助努力のみでは災害防止活動に限界がある。→→安安全全衛衛生生管管理理組組織織のの確確立立 

・造船業、鉄鋼業、化学工業、建設業などにおける構内下請企業の労働災害発生率は、親企業の約 2.5

倍。その原因としては以下のとおり。 

・親企業内の機械設備の修理、原材料や製品の取り扱い運搬、生産設備の建設といった比較的危険性

の高い作業を分担していること 

 ・その作業が臨時的で親企業の生産調整の手段となっており、その影響を強く受けるなど不利な条件

にあること 
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 ・親企業とのあるいは下請労働者同志との混在作業での連絡調整、責任体制が不明確な状態にあるこ

と→→特特殊殊なな労労働働関関係係のの規規制制のの強強化化、、安安全全衛衛生生管管理理組組織織のの確確立立 

 ・多数の下請や重層的に下請が存在する場合、各下請企業間に能力の差があるため、企業間の安全衛

生協議組織の円滑な活動が行なわれ難いこと→→特特殊殊なな労労働働関関係係のの規規制制のの強強化化、、安安全全衛衛生生管管理理組組織織のの

確確立立 

・親企業の総合的な生産活動のなかでの安全衛生活動が構内下請企業の部門で絶えてしまい、下請に

対する生産管理はあっても安全衛生管理はないという状態にあること 

→→特特殊殊なな労労働働関関係係のの規規制制のの強強化化、、安安全全衛衛生生管管理理組組織織のの確確立立 

・構内下請企業の努力のみでは十分な災害防止の実をあげられない。 

・業務上疾病の発生状況からは、以下の課題を挙げている。 

・中小企業では有害作業が多いにもかかわらず衛生管理に関する意識が低いこと 

・職場環境の改善が遅れていること→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化  

・健康診断の実施率が低いため業務上疾病の把握が十分でないこと→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

(4)原因別

労働災害

の状況 

・災害全体のなかで占める割合が高くなってきたもの 

・「クレーンなどによるもの」→→危危険険なな機機械械，，有有害害物物のの製製造造，，流流通通規規制制 

・「自動車など動力運搬機によるもの」 

・「一般動力機械によるもの」 

・注目すべきこととして、建設工事におけるブルドーザー、パワーショベルなどの「重建設機械による

もの」が増加。以下の傾向を指摘。 

・新技術の開発による機械化、機械設備の大型化、高速化などが、それに見合う十分な対策が講じら

れないまま採用されてきたこと→→国国のの監監督督指指導導及及びび援援助助 

・生産手段の変化に対応し必要な技能を有する労働者を確保することが困難。→免免許許資資格格体体系系のの整整備備 

・安全衛生についての教育訓練が十分でないこと→安安全全衛衛生生教教育育のの充充実実強強化化 

・新工法、新生産方法が事前に十分な安全衛生面の検討、配慮がなされないまま採用されたために起こ

った災害例として以下の災害を挙げている。→→国国のの監監督督指指導導及及びび援援助助 

・1969（昭和 44）年 4 月 1 日に発生した東京都墨田区の荒川放水路の新四ツ木橋架設工事リングビ

ーム工法における倒壊事故（死者 8 人） 

・1969（昭和 44）年 11 月 20 日に発生したエチレンの直接酸化法における爆発火災（徳山石油化学

（株）爆発災害）→→危危険険なな機機械械，，有有害害物物のの製製造造，，流流通通規規制制 

・一時に多数の死傷者を生じた重大災害として、また一般市民をも巻きこむような公衆災害として以下

を挙げている。→→国国のの監監督督指指導導及及びび援援助助 

・1970（昭和 45）年 4月に発生した大阪市の地下鉄建設工事現場におけるガス爆発災害 

→→安安衛衛法法第第 110022 条条 

・1970（昭和 45）年 10月に発生した長崎市の造船所におけるタービンローター破裂災害 

→→危危険険なな機機械械，，有有害害物物のの製製造造，，流流通通規規制制 

・多発災害としては以下のとおり。 
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・「機械にはさまれる」 

・「飛来落下物にあたる」 

・「墜落」 

・「転倒」 

・機械の防護措置や作業方法の欠陥、あるいは不安全な行動に起因するものであり、基礎的な安全対策

が十分にとられていれば防止できる災害としている。→→危危害害防防止止基基準準のの強強化化 

・業務上疾病をみると、以下の災害が多い。 

・「負傷に起因する疾病」 

・「物理的障害によるもの」 

・「重激業務による運動器の疾病」 

・「化学的障害によるもの」 

・有機溶剤による中毒の増加 

・林業におけるチェンソーの使用による「白ろう病」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・キーパンチャー業務における「頸肩腕症候群」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・重筋労働ではない作業においても発生している「腰痛症」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・「化学的障害によるもの」としては、以下のものを列挙している。 

→→危危険険なな機機械械，，有有害害物物のの製製造造，，流流通通規規制制 

・「エポキシ樹脂」による皮膚炎 

・合成繊維などの原料として使用される「アクリロニトリル」による中毒 

・ビニール製品の原料や安定剤として使用される「ステアリン酸鉛」による中毒 

・カドミウムなど重金属による急性中毒 

・染料中間体のベンジジンによるぼうこう癌 

・農薬の PCP による中毒死 

・重油炉に堆積する五酸化バナジウムなどによる中毒 

・原因別労働災害の状況からは、技術の進歩による生産方式の変化や新しい原材料の採用などは、有害

な作業環境、作業方法をうみだしている 

・労働者に与える肉体的、精神的影響や作業環境に対する検討が不十分なまま、新しい機械や新しい原

材料を取り入れたことによるもの→→国国のの監監督督指指導導及及びび援援助助 

・人間的、社会的配慮に欠け、専ら経済的技術的側面から展開されてきた技術の進歩とその実用化 

・企業内では労働災害、企業外では公害の発生となって現れている 

・労働力構成の高齢化 

・出稼ぎ労働者の増加 

・若年労働者等の体力の低下 

・疾病による休業の増加など 

・健康管理のあり方について新しい問題が提起されている→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 
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・「機械にはさまれる」 

・「飛来落下物にあたる」 

・「墜落」 

・「転倒」 

・機械の防護措置や作業方法の欠陥、あるいは不安全な行動に起因するものであり、基礎的な安全対策

が十分にとられていれば防止できる災害としている。→→危危害害防防止止基基準準のの強強化化 

・業務上疾病をみると、以下の災害が多い。 

・「負傷に起因する疾病」 

・「物理的障害によるもの」 

・「重激業務による運動器の疾病」 

・「化学的障害によるもの」 

・有機溶剤による中毒の増加 

・林業におけるチェンソーの使用による「白ろう病」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・キーパンチャー業務における「頸肩腕症候群」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・重筋労働ではない作業においても発生している「腰痛症」→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 

・「化学的障害によるもの」としては、以下のものを列挙している。 

→→危危険険なな機機械械，，有有害害物物のの製製造造，，流流通通規規制制 

・「エポキシ樹脂」による皮膚炎 

・合成繊維などの原料として使用される「アクリロニトリル」による中毒 

・ビニール製品の原料や安定剤として使用される「ステアリン酸鉛」による中毒 

・カドミウムなど重金属による急性中毒 

・染料中間体のベンジジンによるぼうこう癌 

・農薬の PCP による中毒死 

・重油炉に堆積する五酸化バナジウムなどによる中毒 

・原因別労働災害の状況からは、技術の進歩による生産方式の変化や新しい原材料の採用などは、有害

な作業環境、作業方法をうみだしている 

・労働者に与える肉体的、精神的影響や作業環境に対する検討が不十分なまま、新しい機械や新しい原

材料を取り入れたことによるもの→→国国のの監監督督指指導導及及びび援援助助 

・人間的、社会的配慮に欠け、専ら経済的技術的側面から展開されてきた技術の進歩とその実用化 

・企業内では労働災害、企業外では公害の発生となって現れている 

・労働力構成の高齢化 

・出稼ぎ労働者の増加 

・若年労働者等の体力の低下 

・疾病による休業の増加など 

・健康管理のあり方について新しい問題が提起されている→→健健康康対対策策のの充充実実強強化化 
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表２ 工場法、労働基準法、労働基準法研究会報告書および労働安全衛生法の関係 
工場法 労働基準法 労働基準法研究会 

第 3 小委員会報告書 

労働安全衛生法 

明治４４年 

３月２８日 

公布当時 

のもの 

昭和２２年 

４月７日 

公布当時 

のもの 

当時の労働災害の 

現状と問題点 

安全衛生対策 昭和 47 年 6 月 8 日

公布 

平成 30 年 7 月 25 日

公布（平成 30 年法

律第 78 号）改正時

のもの 

  ２． 

労働災害 

の現状 

（・国鉄東海道線の

鶴見駅における死者

161 人を出した列車

の二重衝突事故

（1963（昭和 38）年

11 月 9 日）） 

（・福岡県の三井三

池炭鉱における死者

458 人に上る炭じん

爆発事故 

（1963（昭和 38）年

11 月 9 日）） 

１０． 

むすび 

 

（・労働災害防止

団体等に関する法

律：1964（昭和

39）年） 

 

第１章  

総則 

（第１条～第５条） 

  （・国鉄東海道線の

鶴見駅における死者

161 人を出した列車

の二重衝突事故

（1963（昭和 38）年

11 月 9 日）） 

（・福岡県の三井三

池炭鉱における死者

458 人に上る炭じん

爆発事故 

（1963（昭和 38）年

11 月 9 日）） 

（・労働災害防止

団体等に関する法

律：1964（昭和

39）年） 

 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第２章  

労働災害防止計画 

（第６条～第９条） 
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２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

 第５３条（安全管理

者及び衛生管理者） 

 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

１０．（１） 

安全衛生管理組織

の確立 

第３章  

安全衛生管理体制 

（第１０条～第１９

条の３） 

第１３条（男子を含

む職工一般に対する

危害の予防） 

第４２条，第４３

条，第４４条，第４

５条（危害の防止） 

 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（３） 

危害防止基準の強

化 

１０．（７） 

特殊な労働関係の

規制の強化 

（・労働災害防止

団体等に関する法

律：1964（昭和

39）年） 

第４章  

労働者の危険又は健

康障害を防止するた

めの措置 

（第２０条～第３６

条） 

 第４６条（安全装置） 

 

第４７条（性能検査） 

 

 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（４） 

危険な機械，有害

物の製造，流通規

制 

第５章  

機械等並びに危険物

及び有害物に関する

規制 

第１節  

機械等に関する規制 

（第３７条～第５４

条の６） 

 第４８条（有害物の

製造禁止） 

（第４２条） 

（第３６条） 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（４） 

危険な機械，有害

物の製造，流通規

制 

第５章  

機械等並びに危険物

及び有害物に関する

規制 

第２節  

危険物及び有害物に

関する規制 
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２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

 第５３条（安全管理

者及び衛生管理者） 

 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

１０．（１） 

安全衛生管理組織

の確立 

第３章  

安全衛生管理体制 

（第１０条～第１９

条の３） 

第１３条（男子を含

む職工一般に対する

危害の予防） 

第４２条，第４３

条，第４４条，第４

５条（危害の防止） 

 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（３） 

危害防止基準の強

化 

１０．（７） 

特殊な労働関係の

規制の強化 

（・労働災害防止

団体等に関する法

律：1964（昭和

39）年） 

第４章  

労働者の危険又は健

康障害を防止するた

めの措置 

（第２０条～第３６

条） 

 第４６条（安全装置） 

 

第４７条（性能検査） 

 

 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（４） 

危険な機械，有害

物の製造，流通規

制 

第５章  

機械等並びに危険物

及び有害物に関する

規制 

第１節  

機械等に関する規制 

（第３７条～第５４

条の６） 

 第４８条（有害物の

製造禁止） 

（第４２条） 

（第３６条） 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（４） 

危険な機械，有害

物の製造，流通規

制 

第５章  

機械等並びに危険物

及び有害物に関する

規制 

第２節  

危険物及び有害物に

関する規制 
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（第５５条～第５８

条） 

第９条，第１０条，

第１１条（保護職工

の危険有害業務への

就業制限） 

第１２条（傷病者及

び妊婦への就業制

限） 

第４９条（危険業務

の就業制限） 

第５０条（安全衛生

教育） 

第５１条（病者の就

業禁止） 

 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（２） 

安全衛生教育の充

実強化 

第６章  

労働者の就業に当た

つての措置 

（第５９条～第６３

条） 

 第５２条（健康診断） 

（第５１条） 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（６） 

健康対策の充実強

化 

第７章  

健康の保持増進のた

めの措置 

（第６４条～第７１

条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（６） 

健康対策の充実強

化 

第７章の２ 

快適な職場環境の形

成のための措置 

（第７１条の２～第

７１条の４） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（５） 

免許資格体系の整

備 

第８章  

免許等 

（第７２条～第７７

条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第９章  

事業場の安全又は衛

生に関する改善措置

等  

第１節  

特別安全衛生改善計

画及び安全衛生改善

計画 

（第７８条～第８０
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条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第９章  

事業場の安全又は衛

生に関する改善措置

等 

第二節  

労働安全コンサルタ

ント及び労働衛生コ

ンサルタント（第８

１条～第８７条） 

第１３条（男子を含

む職工一般に対する

危害の予防） 

第１４条（臨検） 

第５４条，第５５条

（監督上の行政措

置） 

（第１０３条） 

（第９７条） 

（第９９条） 

（第１０５条） 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第１０章  

監督等 

（第８８条～第１０

０条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

大阪市の地下鉄建設

工事現場におけるガ

ス爆発災害（安衛法

第１０２条） 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

１０．（６） 

健康対策の充実強

化 

第１１章  

雑則 

（第１０１条～第１

１５条の２） 

    第１２章  

罰則 

（第１１５条の３～

第１２３条） 

    附則 
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条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第９章  

事業場の安全又は衛

生に関する改善措置

等 

第二節  

労働安全コンサルタ

ント及び労働衛生コ

ンサルタント（第８

１条～第８７条） 

第１３条（男子を含

む職工一般に対する

危害の予防） 

第１４条（臨検） 

第５４条，第５５条

（監督上の行政措

置） 

（第１０３条） 

（第９７条） 

（第９９条） 

（第１０５条） 

２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

第１０章  

監督等 

（第８８条～第１０

０条） 

  ２．（３） 

規模別労働災害 

の状況 

２．（４） 

原因別労働災害 

の状況 

大阪市の地下鉄建設

工事現場におけるガ

ス爆発災害（安衛法

第１０２条） 

１０．（８） 

国の監督指導及び

援助 

１０．（６） 

健康対策の充実強

化 

第１１章  

雑則 

（第１０１条～第１

１５条の２） 

    第１２章  

罰則 

（第１１５条の３～

第１２３条） 

    附則 
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表３ 労基法に基づく省令事項で安衛法の制定に際して法律事項とされたものの例 8） 
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表４ 当初構想に現れた事項で最終的な法案作成の段階までには至らなかったもの 8） 

 

 
 
 

 
図１ 内閣（政府）提出に係る労働立法の通常の流れ 8） 
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表４ 当初構想に現れた事項で最終的な法案作成の段階までには至らなかったもの 8） 

 

 
 
 

 
図１ 内閣（政府）提出に係る労働立法の通常の流れ 8） 
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表５ 労働安全衛生法の制定経過 8） 

 

 
 
  

－ 807 －



 背景災害と制定経緯（吉川直孝ほか） 

 
表６ 国会における質疑とその後の法律条文の修正や法施行へのつながり 8） 
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